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【論文要旨】
　現在，電気通信事業では，特に競争の進展していない電気通信サービスに対して料金規制が課せ
られている。この料金規制が課せられることになったのは，1952年の電電公社の設立以降であっ
た。
　公益事業において料金を規制する目的は，事業者の独占的超過利潤を規制するとともに，利用者
の負担を公正ならしめるためである。電気通信事業の独占時代であった電電公社時代の料金規制に
おいても，これらの目的は果たされていたのであろうか。本稿では，この問題意識のもと，電電公
社時代の料金規制として採用された費用積上げ方式による総括原価および資本コスト方式による総
括原について検討する。
　1953年から採用された費用積上げ方式による総括原価では，総括原価を構成する「設備拡張資
金の一部」を取り上げることによって，その料金設定方式の意義を検討する。他方，1978年から
採用された資本コスト方式による総括原価では，総括原価の一要素である「公共的必要余剰」を取
り上げることによって料金設定方式の意義を検討するとともに，なぜ料金設定方式が変更されたの
かについても明らかにする。最後に，電電公社時代の料金規制の意義について考察し，本稿の結び
とする。
【キーワード】 電電公社，費用積上げ方式による総括原価，資本コスト方式による総括原価，設備
拡張資金の一部，公共的必要余剰
1　はじめに
公共料金の一つである電気通信料金は現在，特に競争の進展していない電気通信サービスに対し
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て料金規制が課せられている。例えば，市内通信料金に対してはプライス・キャップ規制が，相互
接続料金に対しては長期増分費用方式が課せられている1。電気通信事業は明治時代の創業以来，
110年以上の歴史を有しているが2，電気通信の料金規制が課せられることになったのは1952年の
日本電信電話公社（以下，電電公社と略す）の設立以降であった。それ以前は，電気通信の料金水
準の基本的考え方は定まっておらず，国家財政の必要に応じて適時定められており，経営的観点か
ら料金水準を決定するという意識は希薄であった3。
　公益事業において，料金を規制する料金設定方式が定められる目的としては，事業者の独占的超
過利潤を規制するとともに，利用者の負担を公正ならしめるためである4。電電公社においては，
これらの目的のほかにも公社形態に伴う独立採算制の導入により，原価に基づいて電気通信料金を
算定する必要があった。しかしながら，当時の電気通信事業は電電公社による独占事業であり，料
金の設定についても国会で決議される料金法定主義が採られていたため，電気通信料金は電電公社
の財務状態あるいは政治的な妥協，政策的な配慮等によって多大な影響を受けていた。このような
ことを勘案した場合，電電公社時代の料金規制は電電公社の独占的超過利潤を規制し，利用者の負
担を公正ならしめるという本来の目的を果たしていたのであろか。
　そこで本稿では，電気通信事業の独占時代であった電電公社時代の料金規制に焦点を当て，その
意義について考察する。
　その手順として，まず電電公社設立の経緯および電電公社時代の料金改定の変遷について概観す
る。次いで，電電公社時代の料金規制において採用された費用積上げ方式による総括原価および資
本コスト方式による総括原価について，料金改定の変遷と関連させながら検討する。最後に，電電
公社時代の料金規制の意義について考察する。
III電電公社設立の経緯と料金改定の変遷
1．　電電公社設立の経緯
　明治時代の創業から築かれてきた電信電話施設は，第二次世界大戦によって壊滅的な打撃を受
け，電信については電信局の52％，電信回線の75％が失われた。電話についても電話局の35％，
市外電話回線の29％，公衆電話の84％が失われ，電話加入数は108万加入から47万加入へと大幅に
減少した5。終戦後，電信電話は国民生活および産業経済の復興に必要不可欠であったことから，
その復旧はいち早く着手され，1950年には戦前を上回る電話加入数にまで回復した。しかし一方
で，国内の産業経済の復興に伴う電話需要は急激に増大し，電話の架設数よりも前年度の積滞数お
よび新規申込数の合計が上回っていたため，電話の積滞は依然解消されないままであった。
　このような戦後の電気通信事業においては，電信電話の復旧ならびに電話の積滞解消こそが最大
の課題であり，これらを実現するために非企業的・非能率的であった国営以外の経営形態が必要と
された。そこで，電信電話の創業以来，国営事業として営まれてきた電気通信事業は，戦後におい
てその組織機構を改革する方向へ向かった。
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　電気通信事業の組織改革の契機となったのは，1948年7月22日付の「公務員制度改正等に関す
る芦田首相宛マッカーサー元帥書簡」であったとされる6。この書簡では，当時の官公労働運動の
高揚を抑え込むため一般公務員の争議権と団体交渉権の剥奪が指示されるとともに，国鉄事業およ
び専売事業の公社形態への移行，そして当時の電気通信事業の経営主体であった逓信省の二省分離
が勧告された。これに伴い，逓信省は電気通信事業を管理する電気通信省と郵便事業を管理する郵
政省とに分離されることになった。この逓信省の二省分離は，非能率的な監督行政的機構から能率
的な企業的経営組織へ変革する狙いが秘められていた7。
　逓信省から分離された電気通信省は1949年6月に発足し，同年7月には「電信電話復興審議会」
を設置して，電信電話の復旧・復興についての審議を行った。審議の結果，電気通信事業の経営主
体については民営を支持しながらも，「最大限に民営的長所をとり入れた公共企業体にすることが
適当である」との答申が1950年に提出され，公社形態への移行が提言されることとなった8。ここ
で，電気通信事業の経営主体を民営化するところにまで踏み切れなかった要因として，井上は当時
の国内の経済情勢に求めることが妥当であるとしている9。すなわち，当時の日本は戦後の復興の
道を歩み出したばかりであり，国内の経済力はまだ弱く，巨額の資金を必要とする電気通信事業を
民営で引き受けることが困難であったため，民営の経営形態は実現されなかったのである。そこ
で，国営企業よりも企業性を発揮できる公共企業体による経営形態が答申されることになった。
　電信電話復興審議会の答申が行われたほぼ同時期に，衆議院でも電気通信事業の公共企業体への
移行に関する決議が行われた。電信電話復興審議会の答申および衆議院での決議を受けて，電気通
信省は電気通信事業を公共企業体に移行させることを内容とする「電気通信事業経営合理化案」を
作成して連合軍総司令部（GHQ）に提出し，その承認を求めた。しかし，1950年の朝鮮動乱の勃
発によって日本はその主要な軍事拠点となり，米国は日本の軍事通信回線を確保する観点からも電
気通信事業を国営形態として維持したいと考えた10。そのため，電気通信事業の公共企業体への移
行案は承認されるに至らなかった。
　その後，1951年になると日米講和条約の締結も近いという観測から，占領体制の脱却を図るべ
く，諸法令の全面的な再検討を行う目的で「政令諮問委員会」が設置された。政令諮問委員会は，
行政事務の整理および行政機構の改革についての審議を行い，電気通信事業の経営形態についても
議論を行った。この委員会では「行政制度の改革に関する答申」を提出し，その中で「国営および
公営事業のうち，電気通信事業は将来民営に移管することを前提として差当り公共企業体とするこ
と」と答申した11。
　以上のように，1948年7月のマッカーサー元帥書簡を契機として，電信電話復興審議会（1950
年3月），衆議院での決議（1950年4月），政令諮問委員会の答申（1951年8月）を経て，1951年
10月に電気通信事業の経営形態を公共企業体に移行させる「日本電信電話公社法案」（「日本電気
通信公社法案第5次案」を改称）が，電気通信省によって作成された。その後，「日本電信電話公
社法案」は1952年3月までに2度見直され，「日本電信電話公社法施行法案」とともに同年5月，
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国会に提出された。これらの法案は，国会審議での紆余曲折を経てようやく成立し，1952年8月1
日に「日本電信電話公社法」および「日本電信電話公社法施行法」が施行され，電電公社が設立さ
れるに至った12。また，電気通信事業は公共企業体へ移行しても未だ独占事業であったため，電気
通信事業の利用関係のうち重要な事項については，1953年8月に制定した「公衆電気通信法」（以
下，公衆法と略す），「公衆電気通信法施行令」，「公衆電気通信法施行規則」によって規定された。
2．電電公社時代の料金改定の変遷と料金設定方式
　電電公社時代の電信電話料金については，国会で料金を決議する料金法定主義が採られており，
公衆法別表で通常電報料，電話使用料，加入電話使用料，加入電話設備料，公衆電話料が規定され
た。また，共同電話の基本料，特別電報の料金等については，郵政大臣の認可を受けて電電公社が
定めることのできる認可料金とされた。
　電電公社時代の電信電話料金は，電電公社発足直後の1953年に全面改定されて以来，幾度か料
金の改定が行われており，その変遷は図表1に示されている。
　図表1の電電公社時代の料金改定において，①電信電話料金の全面改定，②設備料の創設，④
設備料の改定，⑥設備料の再改定については，電電公社の最大の課題であった電話の積滞をいかに
解消させるかということおよび施設の不良化によるサービスの低下を防止し，これをいかに向上さ
せるかということに関連した拡張改良資金調達のための料金改定であった。また，⑦電報料金の改
定については，電報の収支状況の悪化に伴う増収を目的とした料金改定であった。
　③距離別時間差法の採用13，⑤基本料の値上げと近距離通話料の値下げ，⑧広域時分制の実施に
ついては14，日本経済の成長によってもたらされた経済圏，生活圏の拡大に対応させるための改定
であった。電電公社はこれらの料金制度の改定について，全体としての収入の増減をゼロとする料
図表1　電電公社時代の料金改定の変遷
①電信電話料金の全面改定（1953年8月）
②設備料の創設（1960年4月）
③距離別時間差法の採用（1962年9月）
④設備料の改定（1968年5月）
⑤基本料の値上げと近距離通話料の値下げ（1969年10月）
⑥設備料の再改定（1971年6月）
⑦電報料金の改定（1972年3月）
⑧広域時分制の実施（1972年11月）
⑨電信電話料金の全面改定（1976年11月）
⑩遠距離通話料の値下げ（1980年11月，1981年8月，1983年7月）
⑪中距離通話料の値下げ（1984年7月）
（出所）　日本電信電話公社二十五年史編集委員会『日本電信電話公社二十
　　　五年史　上巻』，電気通信協会，1977年，159頁および日本電信
　　　電話株式会社社史編集委員会『日本電信電話公社史→経営形態変
　　　更までの八年の歩み』，情報通信総合研究所，1986年，96頁をも
　　　とに作成。
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金体系の是正であり，増収を目的とする料金改定ではなかったとしている15。しかし，距離別時間
差法では，3分あたりの通話料金は引き上げられており，広域時分制の市内通話についても1度数
7円と料金は据え置かれていたが，通話時間は無制限から3分へと制限されたため，これらの料金
制度の改定は実質的な料金引き上げの制度であったといえる16。
　⑨電信電話料金の全面改定については，1973年の石油ショックに伴う物価上昇，人件費の上昇
と事業収入の伸び悩みによって落ち込んだ電電公社の事業財政を立て直すための料金改定であった。
　⑩遠距離通話料の値下げ，⑪中距離通話料の値下げについては，諸外国と比較して電電公社の市
内通話料が廉価であり，遠距離通話料が高価であるという通話料の遠近格差を是正するために行わ
れた料金改定であった。
　これらの電電公社時代の料金設定ならびに料金改定に際しては，料金規制として2つの料金設
定方式が採用された。1953年から1978年までは費用積上げ方式による総括原価が採用され，1978
年から電電公社の民営化までは資本コスト方式による総括原価が採用された。費用積上げ方式によ
る総括原価の採用期間においては，図表1の①から⑨までの料金改定が行われており，その中で
も①および⑨に示される2度の電信電話料金の全面改定は，料金制度改定の大きな転換であっ
た。また，資本コスト方式による総括原価の採用期間では，⑩および⑪に示される2度の通話料
の値下げが実施された。
　そこで，費用積上げ方式による総括原価については，図表1の①および⑨の電信電話料金の全
面改定と関連させて検討し，資本コスト方式による総括原価については，⑩および⑪の通話料の値
下げと関連させて検討することによって，電電公社時代における2つの料金設定方式の意義，役
割についてそれぞれ考察する。次章ではまず，費用積上げ方式による総括原価を取り上げる。
皿　費用積上げ方式による総括原価
1．　2度の料金全面改定とその背景
　1952年に発足した電電公社の最大の課題は，戦災ならびに第二次世界大戦後の経済復興によっ
て積滞していた膨大な電話需要をいかに満たすかということと，現有施設の不良化によるサービス
低下を防止し，これをいかに向上させるかということであった。しかしながら，発足当時の電電公
社は，資金不足のために電話需要の積滞解消を実現する見通しが立たず，また投下資本の維持がま
まならないために電信電話サービスの向上を実現できない状況にあった。そこで電電公社は，電話
需要の積滞解消および電信電話サービスの向上を目的として，1953年度から1957年度に至る第1
次5ヵ年計画を策定した。この長期計画を実現するための資金調達は3，696億円にも及び，電電公
社は外債，政府資金，加入者引受債券制度17，電話設備負担金18，そして料金収入からその財源を
得ようとした。
　そこで，資金調達の一手段として電気通信料金を引き上げるべく，その改定案が国会で審議され
ることになった。当初，電電公社は電気通信料金を約35％引き上げる料金改定を必要としていた
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が，当時の電電公社総裁（梶井剛）と大蔵大臣（向井忠晴）との折衝の結果，15％引き上げ案へ
と縮小されることになった。さらに，当時国鉄が10％の料金引き上げを行ったことにしたがい，
電信電話料金も10％までなら料金引き上げが認められることになり，その結果，料金を10％引き
上げる政府原案が策定された。この原案は，1953年に衆議院本会議において可決されたが，翌日
の衆議院の解散によって廃案となった。
　10％引き上げ案の廃案後，電電公社は料金改定案を再度検討することになった。電電公社は，
後述する費用積上げ方式による総括原価にしたがって料金を算定した場合，27．4％の引き上げを行
う必要があるとし，この27．4％を若干下回る25％引き上げ案を作成した。しかし，この25％引き
上げ案は，前回の10％引き上げ案と比較して大幅な料金引き上げ案となったため，商工会議所，
新聞社をはじめ値上げ反対運動が展開された。結局，25％引き上げ案は20％引き上げ案に修正さ
れ，1953年8月1日から料金水準を20％引き上げる電信電話料金の全面改定が実施されることに
なった。このように，1953年の料金全面改定は，費用積上げ方式による総括原価を根拠として料
金改定が行われたというよりも，政治的な妥協，政策的な配慮によって料金の改定が行われたとい
える。1953年の料金改定による電信電話主要料金の新旧比較は，図表2に示されている。
図表2　1953年の料金全面改定における電信電話主要料金の新旧比較
（D　通常電報料
区　　　分 旧　　料　　金i1951年11月制定）
　新　　料　　金
i1953年8月1日実施）
市内電報
@基本料
@累加料
10字以内　　　30円
T字増すごとに　7円
10字以内　　　30円
T字増すごとに　7円
市外電報
@基本料
@累加料
10字以内　　　50円
T字増すごとに　10円
10字以内　　　　60円
T字増すごとに　10円
（2）電話使用料
区　分 旧　　料　　金
i1951年11月制定）
　新　　料　　金
i1953年8月1日実施）
度数料 1度ごとに5円 1度ごとに7円
級局 加入数 事務用 住宅用 級局 加入数 事務用 住宅用
1 25万以上 1000円 700円
2 15万〃 900円 630円
1 5万以上 540円 380円 3 5万〃 800円 560円基本料 2 8千〃 480円 340円 4 8千〃 700円 490円
3 2千〃 420円 300円 5 2千〃 600円 420円
4 8百〃 360円 260円 6 8百〃 500円 350円
5 4百〃 300円 220円 7 4百〃 一 一
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（3）市外通話料
旧　　料　　金
i1951年11月制定）
　新　　料　　金
i1953年8月1日実施）
距離区分
待時料金 即時料金 待時料金@（昼間） 即時料金@（昼間）
10kmまで 7円 10円 10円 14円
20　〃 10円 15円 20円 21円
30　〃 15円 20円 25円 28円
40　〃 20円 25円 30円 35円
60　〃 25円 35円 35円 49円
80　〃 30円 45円 40円 65円
100　〃 35円 55円 45円 75円
120　〃 40円 65円 50円 85円
160　〃 50円 75円 60円 100円
200　〃 60円 90円 70円 120円
240　〃 70円 105円 80円 140円
280　〃 80円 120円 90円 160円
320　〃 90円 140円 100円 180円
380　〃 100円 160円 110円 200円
（筆者注）市外通話料の距離区分は「380kmまで」しか示されていないが，「470　kmまで」～「2400　km
　　　　を超えるものまで」と細分化されており，旧料金がそのまま据え置かれた。
（出所）　日本電信電話公社二十五年史編集委員会『日本電信電話公社二十五年史　中巻』電気通信協会，
　　　1978年，171～172頁をもとに作成。
　他方，1953年以来の電信電話料金の全面改定となった1976年における料金改定の背景には，
1973年の石油ショックによる急激な物価上昇および大幅なベースアップの影響があった。石油シ
ョックによる請負費，購入資材等の値上がりは，電話架設の建設投資額に影響を与え，ひいては電
話架設の建設資金調達にも影響を与えることになった。また，事務用電話の3割程度の収入にす
ぎない住宅用電話が一般加入電話総数の6割に達し，電電公社の事業収入全体が低減傾向をたど
るという状況に陥った19。これらの影響によって，当時遂行中であった第5次5ヵ年計画（1973年
度～1977年度）の主要目標である電話の積滞解消，全国自動即時化，加入区域の拡大等の実現が
危ぶまれ，さらには既加入者に対するサービス維持についても支障をきたすおそれが出てきた。そ
こで，電電公社の財政基盤を立て直すために電信電話料金の全面的な改定が1974年から検討され，
1976年11月に料金の全面改定が行われることになった。この料金改定による主要料金の新旧比較
は，図表3に示される。
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図表3　1976年の料金全面改定における電信電話主要料金の新旧比較
（1）通常電報料
区　　　分 旧　　料　　金i1972年3月制定）
　新　　料　　金
i1977年4月1日実施）
基　本　料 25字まで　　　150円 25字まで　　　300円
累　加　料 5字までごとに　20円 5字までごとに　40円
（筆者注）市内，市外の区分は，1972年3月の改定から廃止された。
（2＞電話使用料
区　　　分 1日　　料　　金i1969年10月制定）
　新　　料　　金
i1977年4月1日実施）
度　数　料 3分までごとに　7円 3分までごとに　10円
級　局 加入数 事務用 住宅用 事務用 住宅用
1 8百未満 700円 500円 1400円 1000円
2 8百～8千未満 850円 600円 1700円1200円
基本料 3 8千～5万未満 1000円 700円 2000円 1400円
4 5万～40万未満 1150円 800円 2300円 1600円
5 40万以上 1300円 900円 2600円 1800円
（筆者注） 電話の基本料については段階的に引き上げられ，1976年度には旧料金の1．5倍に，1977年4月か
らは旧料金の2倍に引き上げられた。
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（3）市外通話料
旧　　料　　金
i1972年11月制定）
新　　料　　金
i1976年11月実施）
距　離　区　分 手　動　料　金 自動料金 手　動　料　金自動料金
待時料金 即時料金 待時料金 即時料金
区域内通話 180秒@7円 6円 10円
180秒10円
10円 15円
隣接区域内通話
80秒7円
9円 12円
80秒10円
12円 18円
20kmまで
80秒7円
9円 12円 80秒P0円 12円 18円
30　〃
38秒7円
27円 30円 38秒P0円 39円 45円
40　〃 30秒V円 33円 39円
30秒
P0円 45円 60円
60　〃 21秒V円 39円 54円
21秒10円
60円 75円
80　〃 15秒V円 45円 72円
15秒10円
60円 105円
100　〃 13秒V円 54円 90円
13秒10円
75円 135円
区域外通話 120　〃 10秒V円 63円 108円
10秒
P0円 90円 150円
160　〃 8秒
V円 75円 132円
8秒
V円 105円 195円
240　〃 6．5秒@7円 90円 156円
6．5秒
P0円 135円 225円
320　〃 5秒V円 120円 210円
5秒
P0円 165円 300円
500　〃
???
156円 279円
????
225円 405円
750　〃 3秒V円 210円 360円
3秒
P0円 300円 510円
750km超 2，5秒@7円 270円 480円
2．5秒
P0円 390円 690円
（出所）　日本電信電話公社二十五年史編集委員会『日本電信電話公社二十五年史　中巻』電気通信協会，
　　　　1978年，301～302頁および日本電信電話公社二十五年史編集委員会『日本電信電話公社二十五年史
　　　　別巻』電気通信協会，1978年，281～284頁をもとに作成。
以上のように，費用積上げ方式による総括原価の採用時においては，2度の電信電話料金の全面
改定が行われるに至った。次節では，これらの料金全面改定と関連させて，費用積上げ方式による
総括原価の算定方法とその意義について検討する。
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2．費用積上げ方式による総括原価の算定方法とその意義
　電電公社が設立されてからの電気通信の料金設定については，公衆法第1条で「迅速且つ確実
な公衆電気通信役務を合理的な料金で，あまねく，且つ，公平に提供すること」と規定されたにす
ぎず，料金設定原則についての明文は設けられなかった。これは，主要な電気通信料金を国会で法
定していたからであり，この料金法定主義によって公共統制の実をあげることができるとの理由か
らであった20。しかしながら，1953年の電信電話料金の全面改定に際して，電電公社は以下に示す
費用積上げ方式による総括原価を実際には採用していた21。
　　　　　　総括原価＝営業費＋減価償却費＋諸税＋支払利子＋設備拡張資金の一部
　電電公社の費用積上げ方式による総括原価は，営業費，運用費，施設保全費，受託業務費，共通
費，管理費，業務委託費，雑費を含む「営業費」，電気通信設備の「減価償却費」，そして租税公課
等の「諸税」，さらには他人資本費用である「支払利子」，剰余金に相当する「設備拡張資金の一部」
から構成された。この電電公社の費用積上げ方式による総括原価は，電気通信サービスの料金総収
入を示しており，個々の電気通信料金は理論上，この総括原価を補償するよう設定されることにな
っていた。「総括原価」は，営業費，減価償却費，諸税といった事業の経営目的に関連する原価だ
けではなく，他人資本費用である支払利子，自己資本利潤である適正利潤までも含めた総括的な概
念であり，製造原価に販売費および一般管理費を加えた原価計算上の「総原価」とは区別される。
　電電公社の費用積上げ方式による総括原価で特徴的な点は，「設備拡張資金の一部」をあらかじ
め料金総収入たる総括原価に含めていたことであった。当時の国営・公営の公益事業で採用されて
いた費用積上げ方式による総括原価は，営業費，減価償却費，諸税，支払利子のみで構成され，適
正利潤は含まれていなかった。これは，国営・公営の公益事業では政府，地方自治体によって資本
が出資されており，資本報酬の支払いを必要としなかったため，適正利潤を総括原価に含めること
が認められていなかったからである22。しかし，電電公社の費用積上げ方式による総括原価は，剰
余金に相当する「設備拡張資金の一部」をあらかじめ料金総収入の中に含めており，この方式は国
営・公営の公益事業における料金設定方式に重大な修正を加えることとなった23。
　この「設備拡張資金の一部」は，電信電話の拡充計画であった第1次5ヵ年計画（1953年度～
1957年度）の資金調達の一手段として総括原価に含められることとなった。第1次5ヵ年計画は，
電話需要の積滞解消および電信電話サービスの向上を目的として策定され，「設備拡張資金の一部」
はその第1次5ヵ年計画の目的を達成するために，すなわち電信電話の建設資金を獲得するため
に想定された剰余金として総括原価に算入された。従って，「設備拡張資金の一部」は電信電話の
建設資金を獲得するための内部留保金としての性格を有し，またインフレ等の企業環境の変化に備
えた安定基金的な内部留保金として総括原価に含められたのであった24。「設備拡張資金の一部」
は，図表4における「収支差額」として建設勘定に繰り入れられ，他の資金調達と相侯って電信
電話事業の拡大再生産の財源とされた。
　図表4の（1）に示されるように，第1次5ヵ年計画では主に内部留保をもたらす減価償却引当
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　　　　　　　　　図表4　電電公社の資金調達および建設投資，電話の架設状況
（1）第1次5ヵ年計画（1953年の料金全面改定以後） （単位：億円）
年　　度 1953 1954 1955 1956 19575ヵ年の総額
（内部資金）
減価償却引当金 191 185 193 278 289 1，136
債券発行差損償却引当金 一 一 一 ｝ 一 一
収支差額 48 168 131 109 172 628
資産充当 43 一 9 105 76 233
（外部資金）
受益者債券 78 79 76 80 80 393
設備料 77 62 72 73 79 363
特別債券，その他 67 42 74 40 64 287
調達資金合計 505 536 556 685 761 3，043
建設投資額 606 519 539 664 693 3，021
（単位：万加入）
電話の架設状況 1953 1954 19551956 19575ヵ年の合計
架　設　数 21．9 19．7 20．9 22．2 24．1 108．8
積　滞　数 45．9 39．0 36．648．8 58．4 228．7
（2）第5次5ヵ年計画（1976年の料金全面改定前後） （単位：億円）
年　　度 1973 19741975 1976 19775ヵ年の総額
（内部資金）
減価償却引当金 5，633 6，4837，500 8，384 9，21537，215
債券発行差損償却引当金 373 388 381 366 426 1，934
収支差額 156 △1，709 △2，700 △1，8074β94 △1，666
資産充当 369 529 88 1 1 988
（外部資金）
受益者債券 4，329 4，419 4，1603，372 2，578 18，858
設備料 1，705 1，766 1，6521，428 1，471 8，022
特別債券，その他 2，000 3，9676，821 8，412 5，250 26，450
調達資金合計 14，564 15，84317，901 20，156 23，33591，799
建設投資額 11，681 13，405 14，18113，618 16，247 69，132
（単位：万加入）
電話の架設状況 1973 19741975 19761977 5ヵ年の合計
架　設　数 318．1 327．8 289．9 208．4151．8 1，296
積　滞　数 180．8 98．7 48．1 22．9 15．9 366．4
（出所）　日本電信電話公社二十五年史編集委員会『日本電信電話公社二十五年史　別巻』，電気通信協会，
　　　　1978年，72～73頁，90～91頁および日本電信電話株式会社社史編集委員会『日本電信電話公社社
　　　　史一経営形態変更までの八年の歩み』，情報通信総合研究所，1986年，資料編12頁および27頁をも
　　　　とに作成。
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金，電話加入者の資金拠出から得られる受益者債券（電信電話債券），設備料，そして「設備拡張
資金の一部」を含む「収支差額」によって電話架設に必要な資金を調達しており，「設備拡張資金
の一部」は電電公社の資本蓄積の一端を担っていた。図表4の（1）に示されるように，第1次5ヵ
年計画での「設備拡張資金の一部」を含む「収支差額」の総額は628億円であり，これは5ヵ年の
調達資金総額（3，043億円）のおよそ21％を占めていた。この第1次5ヵ年計画によって，電話の
架設数は計画時の70万加入を大きく上回る108万8千加入の電話を増設することができ，「設備拡
張資金の一部」は電話の新たな架設に大いに役立った。しかし一方で，電話の積滞数は第1次5
ヵ年計画初年度の45万9千を上回る58万4千へと増大し，依然電話の積滞は解消されずにいた。
そのため，電話需要の積滞解消および電信電話サービスの向上を目的とした5ヵ年計画は，第1
次5ヵ年計画以後も継続的に実施されることになった。1973年からは第5次5ヵ年計画が実施さ
れ，その5ヵ年計画の後半において電電公社時代のもう一つの料金全面改定が行われることにな
った。
　第5次5ヵ年計画の実施時においては，石油ショックに伴う物価および人件費の上昇，さらに
は電信電話の事業収入の伸び悩みにより電電公社の事業収支は悪化した。図表5に示されるよう
に，電電公社は1974年度から1976年度まで多額の損失を計上しており，また図表4の（2）に示され
るように，「設備拡張資金の一部」を含む「収支差額」についても1974年度から1976年度までマイ
ナスとなり，電電公社は料金収入によって費用を補償し得ない状況にあった。このような電電公社
の事業財政を立て直すべく，1976年に電信電話料金の全面改定が行われることとなった。石油
ショックに伴う物価および人件費の上昇による費用増大分を賄うため，そして「設備拡張資金の一
部」を確保するために料金を引き上げることは，費用積上げ方式による総括原価を採用している限
図表5　電電公社の事業収支状況の推移（1973年度～1977年度）
（単位：億円）
年　　度 1973 1974 1975 1976 1977
事業収入（1） 16，725 18，490 20，784 24，808 33，713
事業支出（2） 16，466 20，162 23，484 26，135 28，968
収　益（3） 17，050 18，820 21，103 25，182 34，036
費　用（4） 16，840 20，573 23，915 26，607 29，646
当期利益金 209 △1，753 △2β12 △1，425 4，390
（注）　（1）事業収入＝電話収入＋電信収入＋専用収入＋雑収入
　　（2）事業支出；一般事業費＋利子および債券取扱費＋業務委託費＋減価償却費＋諸税公課
　　　　＋債券発行差損償却費
　　（3）収益＝事業収入＋雑益
　　④費用＝事業支出＋財産除却費＋雑損
（出所）　日本電信電話公社二十五年史編集委員会r日本電信電話公社二十五年史　別巻』，電気
　　　通信協会，1978年，90～91頁および日本電信電話株式会社社史編集委員会『日本電信
　　　電話公社社史一経営形態変更までの入年の歩み』，情報通信総合研究所，1986年，資料
　　　編25頁をもとに作成。
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り合理性が認められるであろう。しかしながら，先にも触れたように「設備拡張資金の一部」が総
括原価に算入される根拠を電話架設に対する資金調達に求めた場合，この1976年の料金全面改定
は果たして妥当であったか疑問である。図表4の（2）に示されるように，「設備拡張資金の一部」を
含む「収支差額」の損失を計上した1974年度から1976年度までの調達資金合計は，いず：れも建設
投資額を上回っていたことがわかる。すなわち，「設備拡張資金の一部」を確保しなくとも，電話
架設数および加入数の増大による減価償却引当金，電信電話債券，設備料等の増大によって電話の
拡充計画は遂行可能であったといえる。この1976年の料金全面改定によって，電電公社は翌年度
の「収支差額」を4，394億円計上し，当期利益金についても4，390億円と過去の電電公社の最高益
675億円（1961年度）を大きく上回る莫大な利益を計上した。このように1976年度における電信電
話料金の全面改定は，「不当な」料金引き上げであり，利用者利益の収奪を意味するものであった。
　ところで，費用積上げ方式による総括原価の採用時における電気通信料金は，「設備拡張資金の
一部」の算定次第で多大な影響を受けることになった。そのため，「設備拡張資金の一部」を総括
原価へ算入する際には，電電公社の独占的超過利潤を規制するよう規定される必要があった。しか
しながら，「設備拡張資金の一部」の算定方法についての明確な規定はなく，電電公社によって過
大に見積もられる余地が残されていた。一方で，1953年の料金全面改定の際には，費用積上げ方
式による総括原価を根拠として料金が算定されたというよりも，政治的な妥協あるいは政策的な配
慮等から料金が決定された。この場合，電電公社は先に決定された料金に電信電話の需要予測を考
慮することによって，本来ならば最終丙に決定されるはずである総括原価を最初に把握することが
可能となった。また，電電公社は営業費，減価償却費，諸税，支払利子についても把握可能であっ
たため，総括原価とこれらの費用との差額によって「設備拡張資金の一部」を算定することができ
た。ここで，電電公社は事業の合理化を図り，支出を抑制することで「設備拡張資金の一部」を増
大させることが可能となる余地も残されていたことになる。従って，「設備拡張資金の一部」を総
括原価へ算入させる金額は，電電公社によって設定することが可能であり，費用積上げ方式による
総括原価は，電電公社の資本蓄積を拡大させ得る方式であったと位置づけることができる。
　また，費用積上げ方式による総括原価は理論上，費用を積上げ計算することによって料金総収入
を算定したため，インフレ等の費用上昇による料金引き上げに対して，利用者からの合意を得やす
いという利点があった。さらに，電電公社の費用積上げ方式による総括原価では，「設備拡張資金
の一部」を電話拡充の資金源に直接結びつけることで，電話の積滞を切望していた利用者から料金
引き上げに対する合意を得ることも可能であったと考えられる。
　このように，電電公社の費用積上げ方式による総括原価は，電電公社の高度な資本蓄積の一端を
担っており，さらには料金引き上げの社会的合意を形成するといった電電公社にとって好都合な方
式であったといえる。
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IV　資本コスト方式による総括原価
1．　中距離・遠距離通話料の改定とその背景
　1976年の電信電話料金の全面改定以後，1978年からは費用積上げ方式による総括原価に代わる
料金設定方式として，資本コスト方式による総括原価が採用されることになった。電電公社は，費
用積上げ方式による総括原価の採用時に2度の料金全面改定を実施したが，資本コスト方式によ
る総括原価の採用時には一転して，中距離区間および遠距離区間の電気通信料金を引き下げた。当
時，電電公社の市内通話料は諸外国と比較して廉価であり，遠距離通話料は高価であるという通話
料の遠近格差が大きかったため，電電公社は中距離・遠距離通話料を引き下げることによって，通
話料の遠近格差を是正することにした。
　そこで電電公社は，1980年11月から遠距離通話料の引き下げを実施し，320kmを越える遠距離
通話料に対しては，昼間の通話料のおよそ6割引となる深夜割引を導入することで深夜の通話料
の遠近格差を是正した。この改定により，深夜の通話料の遠近格差は1：45から1：28となった。
また，深夜の遠距離通話料の引き下げ後，昼間の料金についても早急に遠近格差を是正すべきとの
利用者からの強い要望があったため，電電公社は1981年8月から500kmを越える昼間の遠距離通
話料を引き下げ，さらに夜間および深夜についても通話料を引き下げた。この結果，遠近格差は昼
間で1：72から1：60へ，夜間で1：45から1：36へ，深夜で1：28から1：24へ是正された。こ
の1980年および1981年の2度にわたる遠距離通話料の引き下げを行ってもなお，電電公社の通話
料の遠近格差は諸外国と比較して大きい状況にあった25。そのため，電電公社は1983年7月にさら
なる遠距離通話料の引き下げを実施し，通話料の遠近格差を一段と縮小させた。1983年の改定で
は，従来の「320～500kmまで」，「500～750　kmまで」，「750　kmを越えるもの」の3区間を統合
し，320kmを越える区間の通話料を均一とした。この改定によって遠近格差は，昼間で1：60か
ら1：40へ，夜間で1：36から1：24へ，深夜で1：24から1：22へと縮小されることになった。
遠距離通話料の改定内容は，図表6の（1）に示されている。
　さらに電電公社は，1984年7月に中距離通話料の引き下げを実施した。中距離通話料は，先の
遠距離通話料の改定時に据え置かれたままであり，遠距離通話料の引き下げに伴って料金を改定す
る必要があった。また，1983年の改定により遠距離通話料の距離区分が統合されたことを受け
て，中距離通話料の距離区分も是正する必要があった。そこで，電電公社は，60～320kmまでの
中距離区間の料金を3～29％引き下げるとともに，従来の6段階であった距離区分を4段階へ統合
した。中距離通話料の改定内容は，図表6の（2）に示されている。
　この遠距離通話料および中距離通話料の引き下げの背景について，電電公社の社史では次の3
つを挙げている26。第一に，利用老から遠近格差の是正が強く望まれたことである。第二に，電気
通信技術の著しい進展によって伝送路コストが低減し，通話料の引き下げにつながったことであ
る。第三に，1976年の電信電話料金の全面改定以降，電電公社が安定した収支状況を確保してい
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図表6　中距離・遠距離通話料の改定内容
（D　遠距離通話料の改定内容
　改　　定　　前
i1980年11月改定以前）
　改　　定　　後
i1983年7月改定時点）
区　間 　昼　間
i午前7時～
ﾟ後8時）
　夜　間
i午後8時～
ﾟ前7時）
　昼　間
i午前8時～
ﾟ後7時）
　夜　間
i午前6～8時，
ﾟ後7～9時）
　深　夜
i午後9時～
ﾟ前6時）
320kmまで 5秒i360円） 9秒i200円） 5秒i360円） 9秒i200円）
500　〃 4秒i450円） 7秒i260円）
750　〃 3秒i600円）
5秒
i360円）
4．5秒
i400円）
7．5秒
i240円）
3．5秒
i220円）
750kmを越えるもの 2．5秒i720円） 4秒i450円）
遠近格差 1：72 1：45 1：40 1：24 1：22
（2）中距離通話料の改定内容
改　　定　　前
i1983年7月実施）
改　　定　　後
i1984年7月実施）
区　　間 昼　間　　夜　間　　深夜　昼　間
i午前8時～
ﾟ後7時）
　夜　間
i午後8時～
ﾟ前7時）
　深　夜
i午後9時～
ﾟ前6時） （時間帯は左と同じ）
80kmまで 15秒i120円） 21秒i90円）
15．5秒
i120円）
21秒
i90円）
100　〃 13秒i140円）
21秒
i90円）
13．5秒
i140円）
21秒
i90円）
120　〃 10秒i180円）
18秒
i100円） 18．5秒
i100円）
160　〃 8秒i230円） 15秒i120円）
10．5秒
i180円）
240　〃 6．5秒i280円）
12秒
i150円）
320　〃 5秒i360円） 9秒i200円）
7秒
i260円）
12．5秒
i150円）
320kmを越えるもの 4．5秒i400円）
7．5秒
i240円）
3．5秒
i220円）
4．5秒
i400円）
7．5秒
i240円）
3．5秒
i220円）
（出所）　日本電信電話株式会社社史編集委員会『日本電信電話公社社史一経営形態変更までの八年の歩み』，
　　　情報通信総合研究所，1986年，100頁および105～106頁をもとに作成。
たことである。電電公社の社史では触れられていないが，これらの背景以外にも中距離・遠距離通
話料の引き下げを実施する以前に採用された資本コスト方式による総括原価が，料金の引き下げに
関連していたのではなかろうか。次節では，資本コスト方式による総括原価の算定方法と料金引き
下げとの関連，そして資本コスト方式による総括原価の意義について検討する。
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2．資本コスト方式による総括原価の算定方法とその意義
　電電公社は，1976年の電信電話料金全面改定の際に，参議院の附帯決議において電気通信料金
の設定原則，電気通信サービスの基本的な在り方を検討する諮問機関の設置を要請された。そこで
電電公社は，1977年に都留重人（一橋大学名誉教授）を会長とする電信電話諮問委員会を設置し，
電気通信料金の設定原則および電気通信サrビスの基本的な在り方について検討した。そして電信
電話諮問委員会は，1978年に当時の電電公社の総裁であった秋草篤二に対して答申（以下，「委員
会答申」とする）を行い，電気通信料金の設定原則を費用積上げ方式による総括原価から資本コス
ト方式による総括原価へ変更することにした。資本コスト方式による総括原価は，以下の算式で示
される。
　　　　　　　総括原価＝営業費＋減価償却費＋諸税＋支払利子＋公共的必要余剰
　　　　　　　　　　　　公共的必要余剰＝自己資本×自己資本利益率
　資本コスト方式による総括原価は，費用積上げ方式による総括原価と同様に営業費，運用費，施
設保全費等を含む広義の「営業費」，電気通信設備の「減価償却費」，租税公課等の「諸税」，そし
て他人資本費用である「支払利子」，さらに「設備拡張資金の一部」に代わる「公共的必要余剰」
をその構成要素とした。「公共的必要余剰」は，電気通信設備の改良投資および拡張投資の資金を
獲得するための余剰分であり，また電電公社の健全な事業発展を確保する見地から，インフレーシ
ョンによる減価償却不足を補填するための余剰分であった。「公共的必要余剰」を総括原価へ算入
する際には，電電公社によって過大に見積もられる余地が残されていた「設備拡張資金の一部」と
は対照的に，その限度額が設けられていた。「委員会答申」によれば，「公共的必要余剰」を無制限
に総括原価へ算入することになると，資源配分効率を悪化させ，電電公社の経営を放漫に導き，社
会的不公正を拡大するおそれがあるため，「公共的必要余剰」の算定に際しては資本金，資本剰余
金，利益剰余金の合計額である自己資本に自己資本利益率を乗じて計算し，この金額を上限として
総括原価へ算入することとした27。この「公共的必要余剰」の算定に自己資本利益率方式が採用さ
れることによって，’電電公社は「公共的必要余剰」を容易に算定することができ，支払利子および
債務取扱費の増減の影響を受けることなく安定的に余剰分を確保することが可能となった。また，
自己資本利益率方式はその算定方法から，電電公社の利益がさらなる「公共的必要余剰」の増加を
もたらし，電電公社の自主的な判断によって効率的に資本運用を図ることで自己資本を充実せしめ
ることが可能となった28。従って，「公共的必要余剰」の算定に用いられた自己資本利益率方式は，
電電公社における経営の安定性および効率性の観点から設けられた方式であった。
　ところで，電気通信の料金設定方式はなぜ費用積上げ方式による総括原価から資本コスト方式に
よる総括原価へと変更されたのであろうか。
　費用積上げ方式による総括原価および資本コスト方式による総括原価はともに，料金総収入の中
に余剰分をあらかじめ組み入れていた点で共通であったが，その余剰分を総括原価に組み入れる目
的は異なっていた。費用積上げ方式による総括原価の「設備拡張資金の一部」は当初，電話の積滞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一134一
解消，電気通信サービスの維持・向上に対する資金調達を目的として総括原価へ算入された。とこ
ろが，1977年度になると電話の積滞は解消され，また全国自動即時化達成の見通しがついたこと
によって，「設備拡張資金の一部」を総括原価に算入する目的は果たされつつあり，そのまま「設
備拡張資金の一部」を総括原価へ算入し続けることは社会的に容認されづらい状況にあったと考え
られる。一方で，電電公社は電話の積滞解消後においても，利用者の生活水準の向上および電気通
信の技術革新による電気通信サービスの高度化に対応するために余剰分を引き続き確保する必要が
あった29。そこで電電公社は，余剰分を確保することに対する社会的容認を得るために，「設備拡
張資金の一部」から「公共的必要余剰」へ変更する必要があり，電気通信の料金設定方式が変更さ
れることになったと考えられる。
　また，費用積上げ方式による総括原価から資本コスト方式による総括原価へと移行されたのは，
電気通信料金を引き下げる意図があったからではないだろうか。費用積上げ方式による総括原価で
は，電電公社の拡充計画に必要とされる余剰分が無制限に総括原価へ算入される余地が残されてお
り，料金引き下げの方向へ向かわない可能性があった。実際に費用積上げ方式による総括原価の採
用時には，2度の電信電話料金の改定が実施され，とりわけ1976年の改定では電気通信料金が急激
に引き上げられたことによって，電電公社に莫大な利益（4，390億円）がもたらされることになっ
た（図表5参照）。そのため電電公社は，余剰分としての「公共的必要余剰」を自己資本利益率方
式で制限し，費用積上げ方式による総括原価よりも料金の引き下げを可能にし得る資本コスト方式
による総括原価へ変更するに至ったと考えられる。
　この「公共的必要余剰」を制限する自己資本利益率についてであるが，「委員会答申」では5～7
％とすることが妥当であると提言した30。しかしながら，実際の電電公社の自己資本利益率は，図
表7に示されるように資本コスト方式による総括原価採用の初年度（1978年度）で16．4％と「委
員会答申」の提言した水準よりも大きく上回っており，その後の遠距離通話料の引き下げが実施さ
れた1980年度には，前年度の15．3％から10．9％へと大幅に低下したものの，1984年度になるまで
「委員会答申」の水準を満たしていなかった。一方で，「公共的必要余剰」を含む「収支差額」の金
額に着目すると，資本コスト方式による総括原価へ変更した成果を見出すことができる。費用積上
げ方式による総括原価採用の最終年度である1977年度の「収支差額」は4，394億円（図表4参照）
であったのに対し，資本コスト方式による総括原価採用の初年度である1978年度の「収支差額」
は，3，550億円（図表7参照）と大幅に減少していたことがわかる。また，図表7に示されている
ように，中距離・遠距離通話料の引き下げが実施された1980年度，1981年度，1983年度，1984年
度の「収支差額」は，いずれも費用積上げ方式による総括原価の最終年度（1977年度）のそれを
下回っていたことがわかる。以上のことから「公共的必要余剰」を制限することが可能となった資
本コスト方式による総括原価は，先に触れた遠近格差の是正，技術革新による原価低減，電電公社
の安定した収支状況とともに，中距離・遠距離通話料の引き下げに関連していたといえる。
　このように資本コスト方式による総括原価は，「公共的必要余剰」を制限することによって料金
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図表7　電電公社の収支差額および自己資本利益率の推移
（単位：億円，％）
年　度 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984
収支差額 3，550 3，955 3，383 3，608 3，579 3，134 3，327
自己資本利益率 16．4 15．3 10．9 8．9 8．4 8．1 6．5
（筆者注）　自己資本利益率の自己資本は，期首および期末の平均値を使用している。
（出所）　日本電信電話公社監事『昭和57年度　日本電信電話公社監査報告書』，1985年および日本電信電話
　　　株式会社社史編集委員会『日本電信電話公社社史一経営形態変更までの八年の歩み』，情報通信総
　　　合研究所，1986年，資料編27頁～28頁をもとに作成。
引き下げを可能にする料金設定方式であり，実際に中距離・遠距離通話料の引き下げに関連してい
た。しかしながら，資本コスト方式による総括原価の採用によって余剰分を制限することが可能と
なっても，電電公社は毎年3，000億円を越える莫大な「収支差額」を生み出しており（図表7参照），
資本コスト方式による総括原価は電気通信料金を引き下げつつも，電電公社に高度な資本蓄積をも
たらす料金設定方式として位置づけることができる。
V　おわりに
　本稿では，原価を基礎として電気通信料金が設定されることになった電電公社時代の料金規制に
ついて検討した。
　公益事業において，料金を規制する料金設定方式が定められる目的は，事業者の独占的超過利潤
を規制し，利用者の負担を公正ならしめるためである。費用積上げ方式による総括原価の「設備拡
張資金の一部」は，その算定方法の明確な規定はなく，電電公社の裁量によって総括原価へ算入さ
れたため，電電公社の資本蓄積の一端を担っていた。また，費用積上げ方式による総括原価は，費
用を積み上げ計算することで，インフレ等の費用上昇による料金引き上げに対し，利用者からの社
会的合意を得やすいという利点があった。さらに，費用積上げ方式による総括原価は「設備拡張資
金の一部」を電話拡充の資金源に直接結びつけることで，料金引き上げに対する利用者からの社会
的合意を得ることも可能となり，「不当な」料金引き上げに荷担することになった。他方，資本コ
スト方式による総括原価は，総括原価に算入される「公共的必要余剰」を制限することによって料
金の引き下げを可能にし，実際に中距離・遠距離通話料の引き下げに貢献した。しかしながら，資
本コスト方式による総括原価を採用していた期間において，電電公社は莫大な資本を蓄積し，独占
利潤を獲得していたため，資本コスト方式による総括原価は電気通信料金を引き下げつつも，電電
公社に高度な資本蓄積，独占利潤をもたらす料金設定方式として位置づけることができる。
　このように，電電公社は，原価に基づいて電気通信料金を算定する料金設定方式を定めながら
も，その料金設定方式の中で料金を不当に引き上げ，莫大な資本を蓄積し，独占利潤を獲得してい
たのであった。従って，電電公社時代の料金規制は，電電公社の独占的超過利潤を規制し，利用者
の料金負担を公正ならしめるという本来の目的は果たされていなかったといえる。
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（注）
1プライス・キャップ規制については拙稿「電気通信事業における料金規制一プライス・キャップ規制を中心
　として一」『商学研究論集』，第14号，2001年を，長期増分費用方式については拙稿「長期増分費用方式によ
　る相互接続料金の算定方法」『商学研究論集』，第19号，2003年を参照されたい。
2日本の電信創業は1869（明治2）年であり，電話創業は1890（明治23）年であった。
3岩井眞「電信電話料金形成の史的考察一電信電話料金決定の基本的考え方の変遷を中心として一」『公益事
　業研究』，第30巻，第3号，1979年，64頁。
4西川義朗『公益企業の料金と財務』，税務経理協会，1980年，3頁および25頁。
5産業学会『戦後日本産業史』，東洋経済新報社，1995年，829頁および日本電信電話公社二十五年史編集委員
　会『日本電信電話公社二十五年史　上巻』，電気通信協会，1977年，9頁。
6井上照幸『電電民営化過程の研究』，エルコ，2000年，49頁。
7岡野行秀・植草益編『日本の公企業』，東京大学出版会，1983年，225頁。
8日本電信電話公社二十五年史編集委員会，前掲書（注5），12頁。
9井上，前掲書（注6），53頁。
lo同上書，55頁～56頁。
ll日本電信電話公社電信電話事業史編集委員会『電信電話事業史（第1巻）』，電気通信協会，1959年，244頁。
121952年には，「日本電信電話公社法」および「日本電信電話公社法施行法案」とともに，「国際電信電話株式
　会社法案」も成立した。この「国際電信電話株式会社法」に基づいて，国際電信電話株式会社（KDD）は
　1953年から民営としてその業務を開始することになった。
13距離別時間差法とは，距離と時間の二要素によって通話料金を算定する方法である。それ以前は，距離に応
　じて1通話（3分）あたりの料金が定められていたが，この料金制度からは距離に応じて単位料金7円（市
　内通話の度数料と一致）で通話できる秒数が定められ，通話時間に応じて課金される方式となった。
14広域時分制とは，生活圏，経済圏の広域化に対応する料金制度として，通話料金の全てを距離と時間に応じ
　て課金する方式である。この料金制度以前の市内通話には時間の制限がなく，1度数7円の方式が採られて
　いたが，広域時分制に変更されてからは時間に応じて課金されることになった。
15日本電信電話公社二十五年史編集委員会②r日本電信電話公社二十五年史　中巻』，電気通信協会，1978年，
　159頁。
16井上，前掲書（注6），251頁～252頁。
17加入者引受債券制度とは，単独電話の加入申込者および2の共同電話の加入申込者，そしてこれらの電話の
　戦災復旧を受けた加入者に対して，1～6万円の範囲内の債券を引き受けてもらう制度であり，諸外国でも
　例を見ない資金調達方法であった。
18電話設備負担金とは，電話の加入申込者，構内交換設備および内線電話機の装置を請求する加入者に対し
　て，その設置に必要な費用の一部を負担してもらう資金調達の一手段であった。
19秋草篤二「電電公社が当面する課題」『公益事業研究』，第28巻，第1号，1976年，29頁。
20岩井，前掲稿（注3），79頁。
21北久一「総括原価について」『公益事業研究』，第21巻，第2号，1969年，36頁。
22私営の公益事業では，ある一定の株式配当の予定額を総括原価に含めることが認められていた。
23日本電信電話公社二十五年史編集委員会②，前掲書（注15），173頁～174頁。
24現代公益事業講座編集員会『公益事業料金設定論』，電力新報社，1975年，124頁～125頁。
25当時の電電公社の通話料は諸外国と比較して，区域内通話料で2分の1以下の料金であったのに対し，遠距
　離通話料では2～3倍高い料金となっていた。
26日本電信電話株式会社社史編集委員会『日本電信電話公社社史一経営形態変更までの八年の歩み』，情報通
　信総合研究所，1986年，96～99頁。
27電信電話諮問委員会「電信電話諮問委員会答申」，1978年。
28西川，前掲書（注4），167頁。
29電電公社はその当時，自動車電話の開発，データ通信サービスの開発・拡充のために余剰分を必要としてい
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　た。
30電信電話諮問委員会，前掲資料（注27）。
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